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推計の前提
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労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計」をもとに設定
（2040年に2020年比8.5%減）

目標GDP 資本ストック

① ベースライン：

✓ 1995年から2022年までのこれまでの資本ストックのトレンド
（年平均増加率約0.4%）が、2040年まで継続すると想定して
設定

✓ 2040年に約723兆円に増加（2022年比8.3%増）

② 自動化等への設備投資が促進された場合：

✓ 2031年にコロナ禍から回復した後、2015年から2031年までの
資本ストックのトレンドが、2040年まで継続すると想定して設定

✓ 2040年に約843兆円に増加（2022年比26.3%増）

労働供給量（労働力人口）

517.2兆円

704.0兆円
(年平均成長率1.24%)

目標GDP

ベースライン

723.1兆円
(22年比13.3%増)

自動化等への設備投資が促進された場合

843.5兆円
(22年比26.3%増)

注：ベースライン・労働参加漸進シナリオ（若者、女性、高齢者等の労働市場への参加が一定程度
進むシナリオ）を参照して設定

厚生労働省「国民年金及び厚生年金に係る財政の現況及び見通し－
2019（令和元）年財政検証結果－」（経済成長と労働参加が進
むケース「成長実現ケース」）をもとに設定
（2040年に704兆円、年平均成長率1.24%）

6,672 
6,772 

6,655 6,630 6,632 

6,868 6,838 
6,757 

6,558 

6,283 

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

労
働
力
人
口
（
万
人
）

585万人減少
(2020年比8.5％減)



0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2023年 2030年 2040年

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2020年 2030年 2040年

419

688

205

105%増
(2023年比)

236%増
(2023年比)

推計結果 ①外国人労働需要量
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◼目標GDP注（2040年に704兆円、年平均成長率1.24%）達成に必要な外国人労働者数は、ベースラインの場合
（自動化等への設備投資がこれまでのトレンドで推移）、2030年に1,274万人、2040年に1,971万人である。

◼自動化等への設備投資が促進されることにより、必要な外国人労働者数は2030年に419万人、2040年に688万人
となる。

外国人労働需要量（万人）

自動化等への設備投資が
促進された場合

自
動
化
等
へ
の

設
備
投
資

高

ベースライン
（自動化等への設備投資が
これまでのトレンドで推移） 1,274

1,971

低

更新前 更新後

419

674

172

143%増
(2020年比)

291%増
(2020年比)自動化等への設備投資が

促進された場合

自
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の

設
備
投
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高

ベースライン
（自動化等への設備投資が
これまでのトレンドで推移）

1,179

2,183

低

注：目標GDPは、厚生労働省「国民年金及び厚生年金に係る財政の現況及び見通し－2019（令和元）年財政検証結果－」（経済成長と労働参加が進むケース
「成長実現ケース」）をもとに設定



外国人労働者の需給ギャップの推計結果

◼外国人労働者の需給ギャップは、2030年に77万人不足、2040年に97万人不足となり、これは更新前と比較して
2030年は14万人、2040年は55万人の拡大である。

◼ この要因として、外国人労働需要量の増加よりも、外国人労働供給ポテンシャルの減少が大きいことが挙げられる。
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更新前（令和３年度の推計結果） 更新後（令和６年度の推計結果）

外国人労働需要量 外国人労働供給ポテンシャル

419

674

356

63263万人不足

42万人不足

外国人労働需要量 外国人労働供給ポテンシャル

419

688

342

59177万人不足

97万人不足

・外国人労働需要量：更新前と比較して、2030年は0万人、2040年は14万人の増加

・外国人労働供給ポテンシャル：更新前と比較して、2030年は14万人、2040年は41万人の減少

⇒外国人労働者の需給ギャップ：更新前と比較して、2030年は14万人、2040年は55万人の拡大





外国人受入に関する最近の動き

• 2016.11.18. 「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関
する法律」成立（1月28日公布、2017.11.1施行）（5年後必要な見直し）、
「外国人技能実習機構」設立（不正行為の監視など）

• 2018.12.8 「出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を
改正する法律」成立（14日公布、2019.4.1施行）。在留資格「特定技能1
号」「特定技能2号」の新設。「入国管理局」を廃止し、外局として「出
入国在留管理庁」の設置

• 2023.6.9 「出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき
日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正す
る法律」成立（6月16日公布）「補完的保護対象者」認定制度の導入（条
約上の難民ではないが、難民に準じて保護すべき者を保護(紛争避難民な
ど)（2023年12月1日から施行）

• 2024.6.14「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実
施及び技能実習生の保護に関する法律の一部を改正する法律（令和６年
法律第６０号）」成立（6月21日に公布、公布後3年以内に施行）（育成
就労制度の創設）



https://www.moj.go.jp/isa/content/001415280.pdf



https://www.moj.go.jp/isa/content/001359622.pdf
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